
平成３０年度第３回記者会見 次第 

日時：平成３１年２月１９日（火）午後１時３０分 

場所：あきる野市役所５階 庁議室 

 

１ 開 会 

 

 

 

２ 挨 拶 

 

 

 

３ 案件の説明 

 （１）議会日程及び案件等（資料１－１、資料１－２） 

 （２）平成３０年度３月補正予算（案）の概要（資料２） 

 （３）平成３１年度当初予算（案）の概要（資料３） 

 （４）プレスリリース 

   ア ワーク・ライフ・バランス推進事業所の認定（資料４） 

   イ 子育て世帯への国民健康保険税の減免制度（資料５） 

   ウ LINE Pay請求書支払いの導入（資料６） 

   エ 第３回秋川渓谷雛めぐり（資料７） 

   オ 観光プロモーションイベント（資料８） 

   カ 温泉総選挙2018の投票結果（資料９） 

  

４ 質 疑 

 

 

 

５ 行事予定等 

 

 

 

６ 閉 会 

 

 





平成３１年２月１９日 

あきる野市 記者会見資料

【問合せ】企画政策課 課長：鈴木将裕 Tel 042-558-1111（内線 2210） 

プレスリリース 

資料１-1 

あきる野市HP 

議会の日程及び案件等について 

月 日 会議名 内 容 

2月 20日㈬ 本会議（初日） 
施政方針 

議案審議など 

2月 27日㈬ 総務委員会 

議案審査など 2月 28日㈭ 環境建設委員会 

3月 1日㈮ 福祉文教委員会 

3月 6日㈬ 本会議（2日目） 

一般質問 3月 7日㈭ 本会議（3日目） 

3月 8日㈮ 本会議（4日目） 

3月 12日㈫ 予算特別委員会 
議案審査など 

3月 13日㈬ 予算特別委員会 

3月 14日㈭ 予算特別委員会（予備日） 

3月 19日㈫ 本会議（最終日） 
委員長報告、 

議案審議など 

＊午前９時３０分から開会します。 

 なお、２月２７日の総務委員会は、午後１時３０分の開会となります。 

＊各常任委員会で市内視察がある場合は、開始時刻が変更になります。

詳しくは、お問い合わせください。 
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平成３１年２月１９日 

あきる野市 記者会見資料 

【問合せ】企画政策課 課長：鈴木将裕   Tel 042-558-1111（内線 2210） 

プレスリリース 

資料 1-2 

あきる野市HP 

議会の日程及び案件等について 

事件番号 件 名 

諮問第 １ 号 人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて 

議案第 １ 号 あきる野市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

議案第 ２ 号 あきる野市児童育成手当条例等の一部を改正する条例 

議案第 ３ 号 あきる野市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

議案第 ４ 号 あきる野市都市環境条例の一部を改正する条例 

議案第 ５ 号 あきる野市手数料条例の一部を改正する条例 

議案第 ６ 号 あきる野市介護保険条例の一部を改正する条例 

議案第 ７ 号～

議案第１９号 
市道路線の認定について 

議案第２０号 市道路線の廃止について 

議案第２１号～ 

議案第２３号 
市道路線の変更について 

議案第２４号 平成３０年度あきる野市一般会計補正予算（第７号） 

議案第２５号 平成３０年度あきる野市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

議案第２６号 平成３０年度あきる野市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

議案第２７号 平成３０年度あきる野市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

議案第２８号 平成３０年度あきる野市戸倉財産区特別会計補正予算（第１号） 

議案第２９号 平成３０年度あきる野市下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

議案第３０号 平成３１年度あきる野市一般会計予算 

議案第３１号 平成３１年度あきる野市国民健康保険特別会計予算 

議案第３２号 平成３１年度あきる野市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第３３号 平成３１年度あきる野市介護保険特別会計予算 

議案第３４号 平成３１年度あきる野市戸倉財産区特別会計予算 

議案第３５号 平成３１年度あきる野市下水道事業特別会計予算 

議案第３６号 平成３１年度あきる野市テレビ共同受信事業特別会計予算 

議案第３７号 
平成３１年度あきる野市秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整

理事業特別会計予算 
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 平成３１年２月１９日 

 あきる野市 記者会見資料  

 

プレスリリース 

 資料２ 

あきる野市 HP 

 

 

 

 

 

平成３０年度 

３月補正予算(案)の概要 

 

  

 

 

 

 

 

 

平成３１年２月１９日 

 

あ き る 野 市 

5





１ 　会計別予算規模

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

30,633,221 △ 91,837 30,541,384

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 9,069,483 5,084 9,074,567

後期高齢者医療特別会計 2,004,329 29,963 2,034,292

介 護 保 険 特 別 会 計 6,550,551 4,136 6,554,687

戸 倉 財 産 区 特 別 会 計 4,472 2,268 6,740

下 水 道 事 業 特 別 会 計 3,565,474 △ 10,978 3,554,496

テ レ ビ 共 同 受 信 事 業
特 別 会 計

40,000 0 40,000

秋多都市計画事業武蔵引田
駅北口土地区画整理事業
特 別 会 計

250,184 0 250,184

小 計 21,484,493 30,473 21,514,966

52,117,714 △ 61,364 52,056,350

特

別

会

計

区 分

合 計

一 般 会 計
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２　一般会計予算
　
　（１）歳　入

補 正 前 の 額 補 正 額 計 構成比

1 10,678,875 0 10,678,875 35.0%

2 159,162 0 159,162 0.5%

3 14,162 0 14,162 0.1%

4 68,073 0 68,073 0.2%

5 47,122 0 47,122 0.2%

6 1,396,422 0 1,396,422 4.6%

7 54,690 0 54,690 0.2%

8 101,176 0 101,176 0.3%

9 72,422 0 72,422 0.2%

10 4,079,781 12,335 4,092,116 13.4%

11 11,632 0 11,632 0.0%

12 398,378 0 398,378 1.3%

13 448,998 0 448,998 1.5%

14 4,132,505 △ 4,788 4,127,717 13.5%

15 5,134,839 3,088 5,137,927 16.8%

16 341,325 △ 87,011 254,314 0.8%

17 13,937 5,779 19,716 0.1%

18 119,820 0 119,820 0.4%

19 620,283 0 620,283 2.0%

20 830,853 1,360 832,213 2.7%

21 1,908,766 △ 22,600 1,886,166 6.2%

30,633,221 △ 91,837 30,541,384 100.0%

都 支 出 金

財 産 収 入

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

市 債

合 計

区 分

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

（単位：千円）

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金
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　（２）歳　出

補 正 前 の 額 補 正 額 計 構成比

1 282,930 0 282,930 0.9%

2 2,650,150 △ 7,713 2,642,437 8.7%

3 13,631,187 △ 656 13,630,531 44.6%

4 3,210,601 △ 20,747 3,189,854 10.5%

5 1 0 1 0.0%

6 409,991 △ 1,401 408,590 1.3%

7 341,486 △ 1,346 340,140 1.1%

8 2,828,972 △ 43,371 2,785,601 9.1%

9 1,485,652 △ 7,091 1,478,561 4.9%

10 3,029,890 △ 8,381 3,021,509 9.9%

11 34,515 △ 1,131 33,384 0.1%

12 2,697,846 0 2,697,846 8.8%

13 30,000 0 30,000 0.1%

30,633,221 △ 91,837 30,541,384 100.0%

（単位：千円）

土 木 費

消 防 費

予 備 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

区 分

合 計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費
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３ 主な補正予算の概要（一般会計） 

 

【歳入】 

（１）子どものための教育・保育給付交付金減額（△１８，３０５千円） 

    私立保育所運営委託料の減額に伴い、財源である国庫支出金を減額する。 

 

（２）市有地売払収入減額（△８７，２８４千円） 

    隣接民地所有者等との調整のため、年度内の売却が困難となった案件が生じたため

減額する。 

 

（３）東京都酪農ヘルパー事業基金清算金（１，３６０千円） 

    酪農ヘルパー事業の体制整備等を行うため、関係団体の出資により設けられた基金

事業が今年度で廃止され、出資金が返還されることとなったため、清算金を計上する。 

 

 

【歳出】 

（１）障害福祉サービス費追加（４２，１４４千円） 

    支給実績を精査した結果、短期入所や生活介護などの増加により給付費が不足する

見込みとなったため追加する。 

 

（２）私立保育所運営委託料減額（△４８，５０６千円） 

    支給実績を精査した結果、保育所入所児童数が当初見込みより少ないことや、今年

度の単価改正の影響が見込みより小さかったことなどにより、執行額が低く推移して

いるため減額する。 

 

（３）西秋川衛生組合負担金減額（△１９，３３０千円） 

西秋川衛生組合の補正予算において、構成団体の負担金が減額されたため減額する。 

 

（４）被災農業者向け経営体育成支援事業補助金（３，４８９千円） 

昨年 10月の台風 24号により生じた農業施設被害に対する補助制度が創設されたこ

とを受け、市内農業者が行う施設の再建や修繕に対する支援を行うため、補助金を計

上する。 

 

（５）橋梁維持事業経費減額（△３１，７６３千円） 

橋梁の補修・改良工事について、契約差金や工事時期の変更による今年度の不用額

が生じたため減額する。 

 

（６）下水道事業特別会計繰出金減額（△１０，９７８千円） 

特別会計において、雨水幹線整備工事費の減額補正を行うことに伴い、一般会計か

らの繰出金を減額する。 

 

10



 平成３１年２月１９日 

 あきる野市 記者会見資料  

 

 

プレスリリース 

 資料３ 

あきる野市 HP 

 

 

 

 

 

平成３１年度 

当初予算(案)の概要 

 

  

 

 

 

 

 

 

平成３１年２月１９日 

 

あ き る 野 市 

11





平成 31年度当初予算（案）の概要 

１ 予算の規模 

一般会計 313億 5,202万円（前年度比＋12億 6,780万円、＋4.2％） 

＜主な増減要因＞ 

・秋川駅自由通路エレベーター設置事業 ………………… ＋2億 4,710万円 

（○31 2 億 7,500 万円、○30 2,790万円） 

・認定こども園運営事業 …………………………………… ＋1億 8,299万 7千円 

（○31 4 億 5,486万 1千円、○30 2億 7,186 万 4千円） 

・防災行政無線デジタル化事業 …………………………… ＋1億 7,691万円 

（○31 5 億 1,056万 8千円、○30 3億 3,365 万 8千円） 

・プレミアム付商品券事業 ………………………………… ＋1億 2,912万 5千円 

（○31 1 億 2,912万 5千円、○30 0千円） 

・西秋川衛生組合運営事業 ………………………………… ＋9,055万 2千円 

（○31 8 億 7,616万 6千円、○30 7億 8,561 万 4千円） 

・御堂中学校非構造部材耐震化事業 ……………………… ＋8,768万 2千円 

（○31 9,000万円、○30 231 万 8千円） 

・児童扶養手当給付事業 …………………………………… ＋8,106万 3千円 

（○31 3 億 8,379万 7千円、○30 3億 273万 4千円） 

・庁舎空調設備改修事業 ……………………………………  ＋6,005万円 

（○31 6,760万円、○30 755 万円） 

・障害者自立支援給付事業 …………………………………  ＋4,060万 1千円 

（○31 14 億 3,083万円、○30 13億 9,022万 9 千円） 

・御堂中学校校舎増築事業 ………………………………… ▲7,806万 1千円

（○31 0 千円、○30 7,806万 1千円） 

・借入金元金及び利子償還事業 …………………………… ▲1億 4,607万 3千円

（○31 25 億 428万 7 千円、○30 26億 5,036 万円） 

特別会計 218億 1,251万 9千円（前年度比＋9億 1,468万円、＋4.4％） 

＜主な増減要因＞ 

・武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計 …………… ＋7億 6,447万 7千円 

（公共施設等整備工事、埋蔵文化財調査委託料等の増） 

・下水道事業特別会計 ……………………………………… ＋1億 6,556万 4千円 

（雨水幹線整備事業費の増） 

・国民健康保険特別会計 …………………………………… ▲1億 5,762万 5千円 

（保険給付費、事業費納付金の減） 

予算総額 531億 6,453万 9千円（前年度比＋21億 8,248万円、＋4.3％） 

※一般会計及び特別会計を含む予算総額ともに、過去２番目の予算規模

13



２ 一般会計歳入の概要 

市  税 107億 1,047 万 8 千円（前年度比＋9,130万 3千円、＋0.9％） 

 個人市民税 … 45億 2,068万 2千円（前年度比＋996万 8千円、＋0.2％） 

・納税義務者数の増加による均等割の増、所得環境の回復傾向による所得割の増

 法人市民税 …   3億 7,741万 1千円（前年度比＋159万 4千円、＋0.4％） 

・法人数の増加や申告状況による増

 固定資産税 … 43億 7,638万 3千円  （前年度比＋5,688万 3千円、＋1.3％） 

・新増築家屋の増加に伴う増

 軽自動車税 …  1億 9,892万 2千円（前年度比＋1,121万 9千円、＋6.0％） 

・環境性能割の影響による増

 市たばこ税 …  3億 7,044万 7千円（前年度比＋25万 8千円、＋0.1％） 

・消費本数は減少するものの、加熱式たばこの税率増の影響により増

 都市計画税 …   8億 5,513万 3千円（前年度比＋1,238万 1千円、＋1.5％） 

・新増築家屋の増加による増

地方交付税 44 億 1,799万 4千円（前年度比＋3億 2,198万 6千円、＋7.9％） 

・普通交付税（前年度比＋2 億 9,550万円、＋8.2％）

・特別交付税（前年度比＋2,643万 6千円、＋5.2％）

国庫支出金 44 億 9,571万円（前年度比＋3億 7,847万円、＋9.2％） 

・認定こども園の増加による「子どものための教育・保育給付交付金」の増

（前年度比＋1億 2,351万 2 千円）

・秋川駅自由通路エレベーター設置事業等の事業費増による「社会資本整備総合交付金」の増

（前年度比＋8,557万 1千円）

都 支 出 金 53 億 773 万 1千円（前年度比＋2億 1,710万 4千円、＋4.3％） 

・認定こども園の増加による「子どものための教育・保育給付費負担金」の増

（前年度比＋6,175万 6千円）

・補助対象路線の増加による「道路橋梁整備事業補助金」の増（前年度比＋6,019 万 8 千円）

・参議院議員選挙費委託金の増（前年度比＋4,025万 2 千円）

市  債 21 億 319 万 1 千円（前年度比＋3億 4,352万 6千円、＋19.5％） 

・防災行政無線デジタル化整備事業債の増（前年度比＋1億 7,690 万円）

・秋川駅自由通路整備事業債の増（前年度比＋1億 4,900万円）

・庁舎設備整備事業債の増（前年度比＋5,070 万円）

・中学校非構造部材耐震化事業債の増（前年度比＋4,050万円）

・臨時財政対策債の減（前年度比▲7,807万 4 千円）
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 プレス発表資料 

子育て支援、東部地域 地域包括支援センター設置など 

保健・福祉の充実 
 

安心して子どもを育て、働くことができるまちづくりを進めます  

あきる野ルピア内に開設した「あきる野子育てステーション ここるの」では、親子の交流や

集いの場である子育てひろばを設けているほか、平成３０年から、保護者の心身のリフレッシュ

を図るため、乳幼児一時預かり事業を実施し、多くの方にご利用いただいています。 

 また、公立阿伎留医療センター敷地内の「秋川流域病児・病後児保育室 ぬくもり」では、子

育てと仕事の両立が図れるよう、病気中・病気の回復期にあるお子さんをお預かりしています。 

 今後も、安心して妊娠・出産し、働くことができるまちを目指して、妊娠期から子育て期に

渡る切れ目のない支援を行っていきます。 
 

あきる野子育てステーションここるの運営事業 （３７，３５０千円） 

子育てひろば事業（ここるの） （１７，５１０千円） 

乳幼児一時預かり事業 （１２，４７５千円） 

秋川流域病児・病後児保育事業 （１７，２９２千円） 

安心して住み続けられるまちづくりを進めます 

高齢者が住み慣れた地域で生活できるよう社会全体で支

える体制づくりを推進するため、市域東部地域に新たな地域

包括支援センターを設置し、市全体のセンター機能を強化し

ます。また、地域ごとの課題等を把握し、地域で支えあう「地

域ぐるみの支えあい推進協議体」による取組を進めます。 

認知症対策については、認知症初期集中支援チームの活動

を通じて、早期診断・早期治療を推進します。 
 

東部地域 地域包括支援センター事業 （２５，８８３千円） 

地域ぐるみの支えあい推進協議体事業 （６０１千円） 

認知症初期集中支援チーム事業 （１５，９４６千円） 

福祉の充実に向けた取組を進めます 

保健・福祉の総合的な指針である「地域保健福祉計画」を 

はじめ、「子ども・子育て支援事業計画」「障がい者福祉計画」 

について、現行計画の終了時期が近づいていることから、次期計画の策定に取り組みます。また、

自殺に追い込まれることのない社会を目指して、新たに「自殺対策推進計画」を策定します。 

さらに、聴覚障害の早期発見と早期療育を図るため、新生児聴覚検査の助成事業を実施するな

ど、日々変化する社会・経済情勢や新たな課題等に対応し、誰もが安心して暮らしていくことが

できるよう、福祉の充実に取り組みます。 
 

地域保健福祉計画策定事業 （３，８９２千円） 

子ども・子育て支援事業計画策定事業 （３，９４４千円） 

障がい者福祉計画策定事業 （２，０７９千円） 

自殺対策推進計画策定事業 （３，１１３千円） 

新生児聴覚検査助成事業 （１，７９２千円） 

 
 

 

 

▲秋川流域病児・病後児保育室
ぬくもり 

▲高齢者が安心して住み続けられる
まちづくり 
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 プレス発表資料 

防災行政無線デジタル化事業、公共交通対策など 

安心安全なまちづくり 
 

防災行政無線のデジタル化を進めます  

現在、防災情報の重要な発信手段である防災行政無線設備

について、平成３０年度に引き続き、デジタル化工事を実施

し、情報発信力を強化します。 

【総事業費】８５７，１８５千円（Ｈ２９年度実施設計分含む。） 

【工事内容】平成３０年度、平成３１年度の２か年 

・固定系：親局設備及び遠隔制御装置の整備 

・屋外拡声子局：装置１０９局の整備 

・移動系無線システム：集落可搬型２０台、車載型４１台、 

平成３１年度：移動系（携帯型１０９台 
 

防災行政無線デジタル化事業 （５１０，５６８千円） 

秋川駅自由通路のバリアフリー化を進めます 

誰もが安心して秋川駅をご利用いただけるよう、自由通路

へのエレベーター設置工事を進めています。（２０２０年春

の供用開始予定） 
 

秋川駅自由通路エレベーター設置事業 （２７５，０００千円） 

道路パトロールを強化します 

新たに道路パトロール用の車両を導入し、巡視を強化する

ことで、道路利用者の安全確保を更に進めます。 
 

道路パトロール車両導入事業 （２，３６８千円） 

公共交通対策を推進します 

本市の公共交通の充実に向け、平成３０年度に４つの公共

交通優先検討区域で実施したワークショップでの意見やア

ンケート調査結果、公共交通検討委員会の意見を踏まえ、公

共交通の実証実験を行います。 
 

公共交通対策事業 （１０，００６千円） 

空き家対策を進めます 

管理不全の空き家について、適正な管理が図られるよう、

引き続き所有者へ働きかけていくほか、空き家の総合的な対

策に関する「空家等対策計画」を策定します。 
 

空家等対策計画策定事業 （５，０００千円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
▲防災行政無線 

 

▲エレベーター設置後の秋川駅
（イメージ） 

 

▲公共交通ワークショップの様子 
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 プレス発表資料 

プレミアム商品券の発行、商店街の活性化など 

商業・観光の活性化 
 

プレミアム商品券を発行します  

消費税引き上げによる影響を緩和し、地域における消費を

下支えするため、国による低所得者・子育て世帯向けのプレ

ミアム付き商品券事業の実施に併せ、あきる野商工会が実施

する全世帯向けプレミアム商品券の発行を支援します。 
 

プレミアム付商品券事業 （１２９，１２５千円） 

プレミアム商品券事業 （２０，０００千円） 

 

商店街の活性化を進めます 

市の商業の中心を担う商店街の活性化を図るため、「商店

街振興プラン行動計画」に基づき、個店主を講師、消費者を

受講生として個店の魅力を再発見する「まちゼミ」など、各

商店会の特性を生かした事業となるよう支援します。 

五日市地域では、平成３０年度より、東京都の商店街リノ

ベーション支援事業を活用し、五日市商和会にタウンマネジ

ャーが派遣されています。この方を中心に、五日市活性化戦

略委員会や地域の皆さんとの連携の下で進んでいる空き店

舗等を活用した取組についても、取組の成果が五日市区域全

域に波及するよう支援していきます。 
 

商店街振興事業 （１０，２６９千円） 

 

地域資源を生かした観光振興を進めます 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開

催を控え、ますます増加が予想される観光客を対象に、市が

誇る自然、歴史、文化などの地域資源を生かした観光施策を

推進します。特に、これまでのジオパーク推進活動で獲得し

た情報や経験を生かし、その理念を継承した「秋川流域Ｅツ

ーリズム」に取り組みます。 

また、武蔵五日市駅を中心に、歩行者用標識の多言語化や

観光トイレの洋式化など、観光客の受入環境整備を推進しま

す。 
 

秋川渓谷観光プロモーション事業 （１０，４９９千円） 

秋川渓谷持続可能なツーリズム推進事業 （４，８０３千円） 

観光トイレ維持管理事業 （１９，１６８千円） 

 

 

▲プレミアム商品券（平成 29年度） 

 

▲標識の多言語化 

 

▲まちゼミの様子 
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＜福祉の充実＞ （単位：千円）

事 業 費 主管課

＜防災力の強化＞ （単位：千円）

事 業 費 主管課

保育課

　地震発生時等におけるブロック塀等の倒壊による被害防止
を図り、災害に強いまちづくりを推進するため、危険ブロッ
ク塀等を撤去し、安全な塀等を設置する者に対し補助を行
う。

2,238

　防災行政無線のデジタル化のため、設備の改修を行う。
（平成30～31年度の2か年で工事を実施。）

510,568

【新】
災害医療体制整備事業

　災害時における医療体制の整備を進めるため、薬剤師会や
災害拠点病院等と連携し、医療救護所で必要と想定される医
薬品の備蓄を行う。

458

健康課

事 業 名 事 業 内 容

454,861

保育従事職員宿舎借上支援
事業

　保育人材の確保・定着を図るため、保育従事職員の宿舎を
借り上げる民間保育所等に対し補助を行う。

19,803

【新】
新生児聴覚検査事業

　聴覚障害を早期に発見し、適切な治療・支援を行うことに
より音声言語発達への影響を最小限に抑えるため、新生児に
対する聴覚検査を行う。

1,792

7,500

消防用道路復旧事業
　平成30年10月の台風24号の影響により崩落した乙津地内の
消防用道路の復旧に向け、設計を行う。

防災行政無線デジタル化事
業

ブロック塀等防災対策促進
事業

３　一般会計歳出事業の概要

事 業 名 事 業 内 容

私立保育所運営事業
　就学前児童の保育を行う民間保育所に対し、施設運営のた
めの経費を支払うとともに、保育内容の充実を図るための補
助を行う（市内の民間保育所数は12園）。

2,669,752

秋川流域病児・病後児保育
事業

　公立阿伎留医療センター敷地内に設置した秋川流域病児・
病後児保育室「ぬくもり」において、小学校3年生までを対象
とした病児・病後児保育事業を行う。

17,292

乳幼児一時預かり事業

　乳幼児を保育する保護者の心身のリフレッシュを図るた
め、あきる野ルピア2階に設置した「あきる野子育てステー
ションここるの」において、乳幼児の一時預かり事業を行
う。

12,475

子育てひろば事業
　地域の子育てを支援するため、市内5か所の子育てひろばに
おいて、子育てに関する相談、育児講座等の啓発活動、子育
てサークル等の育成を行う。

37,358

子ども家庭
支援セン
ター

認定こども園運営事業
　就学前の教育と保育を一体的に行う認定こども園に対し、
施設運営のための経費を支払う。なお、平成31年度に幼稚園2
園が移行することにより、市内の認定こども園は4園となる。

ドローン総合活用推進事業
　ドローンの安全かつ有効な活用の促進に向け、主導的な役
割を担う人材の育成を図るとともに、災害時における情報収
集や地域支援など、運用体制の確立と強化に取り組む。

618

地域防災課

自動通話録音機貸与事業
　高齢者への悪質な電話による詐欺被害が後を絶たない状況
にあることから、特殊詐欺被害の防止を目的に自動通話録音
機を購入し、希望する高齢者世帯へ貸与する。

1,050

消防団装備品整備事業
　消防団活動における団員の安全と地域防災力の充実強化を
図るため、防火衣や発電機、防塵ゴーグル等の装備を追加配
備する。

17,196
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＜都市基盤の整備＞ （単位：千円）

事 業 費 主管課

＜産業の振興＞ （単位：千円）

事 業 費 主管課

　平成26年6月の集中豪雨で崩落した法面に隣接する農地の保
全や農業用水の安定的な供給を図るため、法面の改修工事を
実施する（平成29年度から4年間で工事実施予定）。

【新】
道路パトロール車導入事業

　道路の巡視を強化し、計画的・効果的な維持管理を行うた
め、黄色塗装し、回転灯を装着した道路パトロール車を導入
する。

区画整理
推進室

市道Ⅱ－23号線道路補修事
業

橋梁補修事業

市道Ⅰ－9号線道路整備事
業

市道Ⅱ－47号線道路補修事
業

伊奈大上地内道路側溝改修
事業

　交通の安全を図るため、舗装の痛みが進んでいる道路舗装
の補修を行う。

　交通の安全を図るため、舗装の痛みが進んでいる道路舗装
の補修を行う。

都道伊奈福生線道路整備事
業【東京都受託事業】

　老朽化の著しい橋梁の補修を実施することにより長寿命化
を図る。平成31年度は、点検23橋、補修設計1橋、補修工事2
橋、改修工事1橋を予定。

道路災害復旧事業

秋川駅自由通路エレベー
ター設置事業

　台風等の大雨時に冠水する状況の改善を図るため、道路側
溝の改修を行う。

22,270

59,430

30,400

　平成29年10月の台風の影響で被害を受けた市道Ⅰ-10号線に
ついて、補修工事を行う。

17,020

【新】
公共交通対策事業

　4つの公共交通優先検討区域で開催したワークショップで得
られた意見等を踏まえ、一定の期間、交通サービスを導入
し、その成果を検証する実証事業を行う。

10,006

都市農業活性化支援事業

　都市の有利性を生かした農業経営力を強化し、地域農産物
の生産性、品質向上、高付加価値化を実現するため、意欲あ
る農業者に対して、施設や農機具等の導入のための補助を行
う。

27,781

50,000

　都道伊奈福生線について、都の受託事業として、用地買収
等を行う。

239,970

秋3・5・15二宮東西線整備
事業【東京都受託事業】

2,368

事 業 名 事 業 内 容

建設課

管理課

　駅利用者と通行者の利便性の向上を図るため、秋川駅自由
通路の南北にエレベーターを設置する。

　地域住民の通勤・通学路等に利用されている道路である
が、狭あいであり通行に支障を来しているため、道路の拡幅
整備を行う。

57,790

159,000

14,364
　秋3・5・15二宮東西線について、都の受託事業として、用
地買収等を行う。

275,000

事 業 名 事 業 内 容

武蔵引田駅北口土地区画整
理事業

　住･商･工･農がバランスよく配置された複合市街地を整備
し、良好な居住環境の創出や産業の活性化を目指した土地区
画整理事業を施行するに当たり、特別会計への繰出金を計上
する。

146,697

企画政策課

農林課

雨間東郷前地区法面改修事
業

加害獣侵入防止対策事業
　野生獣による農作物への被害対策として設置している電気
柵について、侵入防止効果が低下している場所があることか
ら、再整備のための補助を行う。

6,504
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（単位：千円）

事 業 費 主管課

＜環境の保全＞ （単位：千円）

事 業 費 主管課

　自然環境のすばらしさや大切さ、生命の不思議や感動を多
くの子どもたちに伝え、地域の森を次世代に引き継ぐため、
自然体験事業や自然環境教育活動を行う。

15,045

環境政策課

総務課

事 業 名 事 業 内 容

【新】
プレミアム付商品券事業
（国事業）

　消費税率の引上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える
影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支え
するため、国の補助事業としてプレミアム付商品券を発行す
る。

129,125

商工振興課
【新】
地域経済活性化対策事業
（独自プレミアム付商品券発行）

　地域の自然、歴史、文化などの観光資源を最大限に生かし
た体験、企業や学校の研修の場を提供することにより、子ど
もたちを中心に多様な人材の育成及び地域活性化を推進す
る。

小宮自然体験学校運営事業

　平成30年9月の台風の影響で、秋川渓谷瀬音の湯から長岳橋
を結ぶ遊歩道が崩落した。調査の結果、現状での復旧が困難
であるため、崩落個所を迂回した新たな遊歩道を整備する。

創業就労支援事業

　創業希望者への事業計画策定支援、既存事業者の事業承継
への助言等を行う創業・就労・事業承継支援ステーション
「Bi@sta(ﾋﾞｽﾀ)」において、「しごと」に関する支援を行
う。

14,300

20,000

22,408

　秋川渓谷の観光プロモーションを推進し、首都圏等からの
旅行者や外国人旅行者を誘客する。

【新】
秋川渓谷瀬音の湯観光ルー
ト整備事業

秋川渓谷観光プロモーショ
ン事業

秋川渓谷戸倉体験研修セン
ター運営管理事業

観光トイレ洋式化事業

林道整備事業
　林業資源の高度利用を促進し、林業経営の安定と林道の適
切な維持管理を行うため、林道の高規格化及び改良事業を行
う。

36,154

24,142

　市内の森林の整備状況や健全性、季節ごとの変遷、動植物
の調査を行うとともに、地域資源の掘り起こしや活用方法の
検討など、地域との協働により健全で魅力ある森づくりを進
める。

15,654

観光まちづ
くり推進課

2,543生物多様性保全事業
　貴重な自然を守り、活用するため、特定外来生物の捕獲や
外来植物対策を進めるとともに、野生動植物の生息・生育状
況の把握や自然環境調査などを行う。

郷土の恵みの森づくり事業

　森林環境の向上や観光、ハイキングなどの利用促進などを
図るため、緑地等の管理を行うとともに、地元住民による昔
道・尾根道補修や景観整備などの事業に対し交付金を交付す
る。

10,981

郷土の恵みの森づくり森林
レンジャー事業

　観光客の利便性の向上を図るため、観光トイレ13か所の洋
式化工事を行う。

8,640

10,499

　国の補助事業に加え、地域経済のより一層の活性化を図る
ために商工会が実施する、全ての世帯を対象とするプレミア
ム商品券の発行を支援するため、補助金を交付する。

【新】
森林環境保全事業

　所有者不明や境界未確定により荒廃する森林の整備に取組
むため、森林調査員を雇用し調査等を行うとともに、多摩産
材の利用促進等を図る。

3,531

農林課

電気自動車及び充電設備整
備事業

　地球温暖化対策を推進するため、電気自動車3台を導入する
とともに充電設備を整備する。なお、充電設備のうち1基を一
般利用可能な課金式とし、本庁舎敷地内に設置する。

22,145

事 業 名 事 業 内 容
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＜教育の充実＞ （単位：千円）

事 業 費 主管課

＜その他＞ （単位：千円）

事 業 費 主管課

参議院議員選挙執行経費

小中学校体育館トイレ洋式
化事業

　災害時の避難所になる体育館における高齢者等の利用環境
の向上を図るため、小中学校9校でトイレの洋式化工事を行
う。

9,145

　任期満了に伴い参議院議員選挙を実施する。 40,252

　放課後における子どもたちの安全で健やかに活動できる拠
点（居場所）づくりの一層の推進を図るため、新たに１校に
教室を開設する。

選挙管理委
員会事務局

　学校施設の一層の耐震化対策を進めるため、御堂中学校に
おいて、校舎窓ガラスの飛散防止フィルムの貼付け等の工事
を行う。

90,000

あきる野市長選挙執行経費 　任期満了に伴いあきる野市長選挙を実施する。 35,144

事 業 名 事 業 内 容

　照明設備について、経年劣化による不具合を解消するため
改修する。

7,214

中学校非構造部材耐震化事
業

スクール・サポート・ス
タッフ配置事業

　教員がより児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体
制を整備するため、教員の業務を支援するスタッフ（非常勤
職員）を小中学校12校に配置する。

23,800

指導室

放課後子ども教室推進事業

生涯学習
推進課

学力ジャンプアップ事業
　教員の指導力と児童・生徒の基礎学力の向上に加え、英語
教科化に向けて小学校教員の英語指導力の向上を図るため、
小中学校全校に外部人材を派遣する。

16,400

教育総務課

総合計画策定事業
　総合的なまちづくりの方針を示す総合計画の計画期間が終
了するため、新たに平成33（2021）年度以降を期間とする次
期計画の策定に向けて取組む。

12,289

都市計画マスタープラン策
定事業

　都市計画の方向性を示す都市計画マスタープランの計画期
間が終了するため、新たに平成33（2021）年度以降を期間と
する次期計画の策定に向けて取組む。

10,741 都市計画課

企画政策課

【新】
秋川キララホール照明設備
改修事業

10,302

事 業 名 事 業 内 容
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４　会計別予算規模

（単位：千円、％）

平成31度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

31,352,020 59.0 30,084,220 59.0 1,267,800 4.2

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 8,666,068 16.3 8,823,693 17.3 △ 157,625 △ 1.8

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2,049,480 3.8 1,984,401 3.9 65,079 3.3

介 護 保 険 特 別 会 計 6,325,353 11.9 6,249,934 12.2 75,419 1.2

戸 倉 財 産 区 特 別 会 計 5,481 0.0 4,472 0.0 1,009 22.6

下 水 道 事 業 特 別 会 計 3,720,181 7.0 3,554,617 7.0 165,564 4.7

テレビ共同受信事業特別会計 40,757 0.1 40,000 0.1 757 1.9

秋多都市計画事業武蔵引田駅
北口土地区画整理事業特別会計

1,005,199 1.9 240,722 0.5 764,477 317.6

小　　　計 21,812,519 41.0 20,897,839 41.0 914,680 4.4

53,164,539 100.0 50,982,059 100.0 2,182,480 4.3

区　　　分

一 般 会 計

特
　
別
　
会
　
計

合　　　計

一般会計

31,352,020(59.0)
国民健康保険

特別会計

8,666,068(16.3)

介護保険特別会計

6,325,353(11.9)

下水道事業特別会計

3,720,181(7.0)

後期高齢者医療

特別会計

2,049,480(3.8)

秋多都市計画事業武蔵

引田駅北口土地区画整

理事業特別会計

1,005,199(1.9)

テレビ共同受信事業

特別会計

40,757(0.1)

戸倉財産区特別会計

5,481(0.0)

＜凡例＞
項目

金額 (構成比）

（単位：千円、％）

一般・特別会計予算総額：５３，１６４，５３９千円
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５　一般会計予算の状況

（単位：千円、％）

1 市 税 10,710,478 34.2 10,619,175 35.3 91,303 0.9

2 地 方 譲 与 税 169,352 0.5 159,162 0.5 10,190 6.4

3 利 子 割 交 付 金 15,371 0.0 14,162 0.1 1,209 8.5

4 配 当 割 交 付 金 78,302 0.3 68,073 0.2 10,229 15.0

5 株式等譲渡所得割交付金 50,106 0.2 47,122 0.2 2,984 6.3

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,370,909 4.4 1,396,422 4.6 △ 25,513 △ 1.8

7 ゴルフ場利用税交付金 50,651 0.2 54,690 0.2 △ 4,039 △ 7.4

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 48,296 0.2 101,176 0.3 △ 52,880 △ 52.3

9 環 境 性 能 割 交 付 金 17,062 0.1 0 0.0 17,062 皆増

10 地 方 特 例 交 付 金 93,424 0.3 76,896 0.3 16,528 21.5

11 地 方 交 付 税 4,417,994 14.1 4,096,008 13.6 321,986 7.9

12 交通安全対策特別交付金 10,969 0.0 11,632 0.0 △ 663 △ 5.7

13 分 担 金 及 び 負 担 金 405,950 1.3 398,058 1.3 7,892 2.0

14 使 用 料 及 び 手 数 料 449,325 1.4 444,766 1.5 4,559 1.0

15 国 庫 支 出 金 4,495,710 14.3 4,117,240 13.7 378,470 9.2

16 都 支 出 金 5,307,731 16.9 5,090,627 16.9 217,104 4.3

17 財 産 収 入 202,735 0.6 341,325 1.1 △ 138,590 △ 40.6

18 寄 附 金 14,319 0.0 13,937 0.1 382 2.7

19 繰 入 金 198,022 0.6 154,481 0.5 43,541 28.2

20 繰 越 金 300,000 1.0 300,000 1.0 0 0.0

21 諸 収 入 842,123 2.7 819,603 2.7 22,520 2.7

22 市 債 2,103,191 6.7 1,759,665 5.9 343,526 19.5

31,352,020 100.0 30,084,220 100.0 1,267,800 4.2

都 支 出 金
国 庫 支 出 金
地 方 交 付 税
市 債
地方消費税交付金
諸 収 入
使用料及び手数料
分担金及び負担金
そ の 他
全　　　　　体

増減額 増減率

合　　　計

（１）歳入

区　　　分 平成31年度 構成比 平成30年度 構成比

市 税

10,710,478(34.2)

都支出金

5,307,731(16.9)

国庫支出金

4,495,710(14.3)

地方交付税

4,417,994(14.1)

市債

2,103,191(6.7)

地方消費税交付金

1,370,909(4.4)

諸収入

842,123(2.7)

使用料及び手数料

449,325(1.4)

分担金及び負担金

405,950(1.3)
その他

1,248,609(4.0）

＜凡例＞
項目

金額（構成比）

歳入：３１，３５２，０２０千円 （単位：千円、％）
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（単位：千円、％）

1 議 会 費 281,848 0.9 281,648 0.9 200 0.1

2 総 務 費 2,774,500 8.8 2,492,803 8.3 281,697 11.3

3 民 生 費 13,861,311 44.2 13,447,308 44.7 414,003 3.1

4 衛 生 費 3,279,181 10.5 3,228,208 10.7 50,973 1.6

5 労 働 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 農 林 水 産 業 費 372,639 1.2 420,145 1.4 △ 47,506 △ 11.3

7 商 工 費 510,090 1.6 347,174 1.2 162,916 46.9

8 土 木 費 3,046,356 9.7 2,704,923 9.0 341,433 12.6

9 消 防 費 1,658,034 5.3 1,470,240 4.9 187,794 12.8

10 教 育 費 3,014,728 9.6 2,980,327 9.9 34,401 1.2

11 災 害 復 旧 費 17,045 0.1 29,025 0.1 △ 11,980 △ 41.3

12 公 債 費 2,506,287 8.0 2,652,418 8.8 △ 146,131 △ 5.5

13 予 備 費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

31,352,020 100.0 30,084,220 100.0 1,267,800 4.2

教育費
総務費
公債費
消防費
商工費

農林水産業費
議会費
その他

（２）歳出（目的別）

区　　　分 平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

合　　　計

民生費

13,861,311(44.2)

衛生費

3,279,181

(10.5）

土木費

3,046,356

(9.7)

教育費

3,014,728

(9.6)

総務費

2,774,500

(8.8)

公債費

2,506,287

(8.0)

消防費

1,658,034

(5.3)

商工費

510,090

(1.6)

農林水産業費

372,639

(1.2)

議会費

281,848

(0.9)

その他

47,046

(0.2)

＜凡例＞
項目
金額

（構成比）

（単位：千円、％）歳出（目的別）：３１，３５２，０２０千円
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（単位：千円、％）

1 4,337,642 13.8 4,290,269 14.3 47,373 1.1

2 4,897,798 15.6 4,537,151 15.1 360,647 7.9

3 79,721 0.2 100,149 0.3 △ 20,428 △ 20.4

4 9,174,398 29.3 8,855,119 29.4 319,279 3.6

5 3,913,726 12.5 3,857,481 12.8 56,245 1.5

6 1,992,856 6.4 1,356,399 4.5 636,457 46.9

7 17,045 0.1 29,025 0.1 △ 11,980 △ 41.3

8 2,506,287 8.0 2,652,418 8.8 △ 146,131 △ 5.5

9 37,954 0.1 35,202 0.1 2,752 7.8

10 27,700 0.1 27,700 0.1 0 0.0

11 4,336,893 13.8 4,313,307 14.4 23,586 0.5

12 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

31,352,020 100.0 30,084,220 100.0 1,267,800 4.2

繰 出 金

予 備 費

合　　　計

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金

貸 付 金

増減額 増減率

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

（３）歳出（性質別）

区　　　分 平成31年度 構成比 平成30年度 構成比

扶助費

9,174,398

(29.3)

物件費

4,897,798

(15.6)
人件費

4,337,642

(13.8)

繰出金

4,336,893

(13.8)

補助費等

3,913,726

(12.5)

公債費

2,506,287

(8.0)

普通建設事業費

1,992,856

(6.4)

その他

192,420

(0.6)

歳出（性質別）：３１，３５２，０２０千円
（単位：千円、％）

＜凡例＞
項目

金額
（構成比）
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６　特別会計予算の状況

（１）国民健康保険特別会計

（歳入） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 国 民 健 康 保 険 税 1,545,299 17.9 1,562,957 17.7 △ 17,658 △ 1.1

2 都 支 出 金 6,215,595 71.7 6,318,728 71.6 △ 103,133 △ 1.6

3 財 産 収 入 2 0.0 2 0.0 0 0.0

4 繰 入 金 886,319 10.2 923,183 10.5 △ 36,864 △ 4.0

5 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 諸 収 入 18,852 0.2 18,822 0.2 30 0.2

8,666,068 100.0 8,823,693 100.0 △ 157,625 △ 1.8

（歳出） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 32,671 0.4 21,846 0.2 10,825 49.6

2 保 険 給 付 費 6,014,055 69.4 6,107,735 69.2 △ 93,680 △ 1.5

3 国民健康保険事業費納付金 2,480,398 28.6 2,563,812 29.1 △ 83,414 △ 3.3

4 共 同 事 業 拠 出 金 10 0.0 10 0.0 0 0.0

5 保 健 事 業 費 128,471 1.5 120,827 1.4 7,644 6.3

6 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

7 諸 支 出 金 9,462 0.1 8,462 0.1 1,000 11.8

8 予 備 費 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

8,666,068 100.0 8,823,693 100.0 △ 157,625 △ 1.8

（２）後期高齢者医療特別会計

（歳入） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 後期高齢者医療保険料 978,133 47.7 935,397 47.1 42,736 4.6

2 繰 入 金 998,354 48.7 977,259 49.2 21,095 2.2

3 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

4 諸 収 入 72,992 3.6 70,415 3.6 2,577 3.7

国 庫 支 出 金 0 0.0 1,329 0.1 △ 1,329 皆減

2,049,480 100.0 1,984,401 100.0 65,079 3.3

（歳出） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 9,624 0.5 15,663 0.8 △ 6,039 △ 38.6

2 保 険 給 付 費 35,250 1.7 34,500 1.7 750 2.2

3 広 域 連 合 納 付 金 1,930,342 94.2 1,863,600 93.9 66,742 3.6

4 保 健 事 業 費 69,763 3.4 66,137 3.3 3,626 5.5

5 諸 支 出 金 1,501 0.1 1,501 0.1 0 0.0

6 予 備 費 3,000 0.1 3,000 0.2 0 0.0

2,049,480 100.0 1,984,401 100.0 65,079 3.3合　　　計

合　　　計

合　　　計

区　　　分

区　　　分

区　　　分

合　　　計

区　　　分
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（３）介護保険特別会計

（歳入） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 保 険 料 1,499,017 23.7 1,519,858 24.3 △ 20,841 △ 1.4

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 1,310,685 20.7 1,285,726 20.6 24,959 1.9

4 支 払 基 金 交 付 金 1,614,480 25.5 1,604,057 25.7 10,423 0.6

5 都 支 出 金 928,398 14.7 915,967 14.6 12,431 1.4

6 財 産 収 入 163 0.0 126 0.0 37 29.4

7 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

8 繰 入 金 972,598 15.4 924,188 14.8 48,410 5.2

9 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 諸 収 入 9 0.0 9 0.0 0 0.0

6,325,353 100.0 6,249,934 100.0 75,419 1.2

（歳出） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 160,609 2.5 148,291 2.4 12,318 8.3

2 保 険 給 付 費 5,861,329 92.7 5,812,754 93.0 48,575 0.8

3 地 域 支 援 事 業 費 258,586 4.1 249,989 4.0 8,597 3.4

4 基 金 積 立 金 42,713 0.7 36,290 0.6 6,423 17.7

5 公 債 費 613 0.0 607 0.0 6 1.0

6 諸 支 出 金 1,503 0.0 2,003 0.0 △ 500 △ 25.0

6,325,353 100.0 6,249,934 100.0 75,419 1.2

（４）戸倉財産区特別会計

（歳入）
（単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 財 産 収 入 6 0.1 7 0.2 △ 1 △ 14.3

2 繰 入 金 5,472 99.8 4,462 99.8 1,010 22.6

3 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

4 諸 収 入 2 0.1 2 0.0 0 0.0

5,481 100.0 4,472 100.0 1,009 22.6

（歳出） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 1,919 35.0 921 20.6 998 108.4

2 業 務 費 3,462 63.2 3,451 77.2 11 0.3

3 予 備 費 100 1.8 100 2.2 0 0.0

5,481 100.0 4,472 100.0 1,009 22.6合　　　計

区　　　分

合　　　計

区　　　分

合　　　計

区　　　分

合　　　計

区　　　分
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（５）下水道事業特別会計

（歳入） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 使 用 料 及 び 手 数 料 894,222 24.0 894,358 25.2 △ 136 0.0

2 国 庫 支 出 金 9,200 0.3 20,000 0.6 △ 10,800 △ 54.0

3 都 支 出 金 460 0.0 1,000 0.0 △ 540 △ 54.0

4 繰 入 金 1,402,654 37.7 1,437,699 40.4 △ 35,045 △ 2.4

5 繰 越 金 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

6 諸 収 入 1,545 0.1 1,760 0.1 △ 215 △ 12.2

7 市 債 1,407,100 37.8 1,194,800 33.6 212,300 17.8

3,720,181 100.0 3,554,617 100.0 165,564 4.7

（歳出） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 655,735 17.6 673,860 19.0 △ 18,125 △ 2.7

2 事 業 費 635,565 17.1 412,413 11.6 223,152 54.1

3 公 債 費 2,428,881 65.3 2,468,344 69.4 △ 39,463 △ 1.6

3,720,181 100.0 3,554,617 100.0 165,564 4.7

（６）テレビ共同受信事業特別会計

（歳入） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 分 担 金 及 び 負 担 金 1,225 3.0 1,225 3.0 0 0.0

2 財 産 収 入 357 0.9 306 0.8 51 16.7

3 繰 入 金 39,173 96.1 38,467 96.2 706 1.8

4 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5 諸 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

40,757 100.0 40,000 100.0 757 1.9

（歳出） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 総 務 費 16,173 39.7 15,467 38.7 706 4.6

2 事 業 費 22,000 54.0 22,000 55.0 0 0.0

3 基 金 積 立 金 1,584 3.9 1,533 3.8 51 3.3

4 予 備 費 1,000 2.4 1,000 2.5 0 0.0

40,757 100.0 40,000 100.0 757 1.9合　　　計

区　　　分

合　　　計

区　　　分

合　　　計

区　　　分

合　　　計

区　　　分
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（７）秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計

（歳入） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 国 庫 支 出 金 104,500 10.4 66,000 27.4 38,500 58.3

2 都 支 出 金 51,500 5.1 27,000 11.2 24,500 90.7

3 繰 入 金 146,697 14.6 147,220 61.2 △ 523 △ 0.4

4 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5 諸 収 入 501 0.1 501 0.2 0 0.0

6 市 債 702,000 69.8 0 0.0 702,000 皆増

1,005,199 100.0 240,722 100.0 764,477 317.6

（歳出） （単位：千円、％）

平成31年度 構成比 平成30年度 構成比 増減額 増減率

1 区 画 整 理 費 1,005,199 100.0 240,722 100.0 764,477 317.6

1,005,199 100.0 240,722 100.0 764,477 317.6

区　　　分

合　　　計

区　　　分

合　　　計

29


